
令和２年度有機農産物安定供給体制構築事業(有機農業推進総合対策)のうち
オーガニックビジネス実践拠点づくり事業

令和３年12⽉
農産局農業環境対策課

ビジネス実践拠点づくり編



⽇本の有機農業の取組拡⼤に向けて
 我が国の有機⾷品市場は拡⼤しており、有機農業の取組⾯積も拡⼤しています。
 農林⽔産省では、 2030年に有機農業の取組⾯積を6.3万ha、有機⾷品を週１回利⽤す

る者の割合を25％にすること等を⽬標とし、更に2050年には、国際的に⾏われてい
る有機農業の取組を全耕地⾯積の25％（100万ha）とすることを⽬指し、有機農業に
係る⼈材育成、産地づくり、販売機会の多様化、消費者の理解の増進、技術開発・調
査等を推進しています。

⽇本の有機⾷品市場規模⽇本の有機農業の取組⾯積

約４割拡大約４割拡大
※ 消費者アンケートによる推計

※ 有機JAS認証を取得せずに有機農業に取り組んでいる農地⾯積を含む。

有機農業の取組拡⼤の⽅向

推計年度 2009年 2017年

日本全国の

有機食品市場規模

推計値（円）

1,300億円 1,850億円

推計年度 2009年 201８年

日本全国の

有機農業の取組面積

推計値（ha）

16.3千ha 23.7千ha

0

50

100

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055

万ha

現場の実践技術の
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次世代有機
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開発・確⽴

2050年までに

取組面積１００万ha

2040年までに

次世代有機農業技術
確立

2030年 63,000ha
有機農業の推進に関する基本的な方針
（R2年4月農林水産大臣決定）より
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23,500ha

年
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国⺠運動の展開
輸出促進

有機農業の取組拡⼤（みどりの⾷料システム戦略（令和３年５⽉）より）

推進に関する施策

 ⼈材育成︓
 就農相談、共同利⽤施設整備、指導員の育成・現地指導等

 産地づくり︓
 拠点の育成、地⽅公共団体のﾈｯﾄﾜｰｸ構築等

 販売機会の多様化︓
 物流の合理化、加⼯需要の拡⼤、有機認証取得時の負担軽減等

 消費者の理解の増進︓
 ⾷育等との連携、⼩売事業者等と連携した国産需要喚起等

 技術開発・調査︓
 雑草対策、育種等、地域に適した技術体系の確⽴、各種調査の実施とわかりやすい情報発信等

●2030年の⽣産および消費の⽬標
23.5千ha(2017) → 63千ha(2030)
11.8千⼈ (2009) → 36千⼈ (2030)

60% (2017) → 84% (2030)
17.5% (2017) → 25% (2030)

有機農業の取組⾯積
有機農業者数
有機⾷品の国産シェア
有機⾷品を週１回以上利⽤する者の割合



２．全国推進事業

持続的⽣産強化対策事業(有機農業推進総合対策)のうち
有機農産物安定供給体制構築事業

有機農業の⾯的拡⼤と有機農業により⽣産された農産物の安定的な供給体制を構築するた
め、有機農業者のネットワーク構築や実需者との意⾒交換等のオーガニックビジネスの実践拠
点づくり、販売戦略の企画・提案、⾃治体間のネットワーク構築等を⽀援する事業

補助率︓定額
事業実施主体︓⺠間団体等

１．オーガニックビジネス実践拠点づくり事業 補助率︓定額、1/2
事業実施主体︓協議会等

① オーガニックビジネスの拡⼤⽀援のため、販売戦略を企画・提案するオーガニック・プロデューサーの選定・派遣、オーガ
ニック・プロデューサーによる実需との商談等を⽀援。

② 有機産地・関係⾃治体の連携を促すため、実践拠点に共通する課題等への対応、研修受け⼊れ農業者に対する研
修会の実施、学校給⾷への活⽤などの取組を共有する⾃治体間のネットワーク構築等を⽀援。

① 有機農業者のネットワーク構築、関連事業者や実需者との意⾒交換、有機農業者の技術・経営⼒
向上研修会の開催、新規参⼊者向け研修ほ場の設置の取組等を⽀援。

② 有機農業への新規参⼊者等に対し、熟練有機農業者が⾏う現地指導の取組を⽀援。

全国に実践拠点
をつくり有機の
⽣産⼒・供給⼒
をアップ︕

全国推進事業

オーガニックビジネスの拡⼤⽀援
有機産地・関係⾃治体の連携促進

産地
づくり

加⼯業者

卸売業者

⼩売・飲⾷
事業者

①〜②販路確保型※

（事業実施主体︓協議会、補助率︓定額）
※機械のリース導⼊は⽀援対象外

①〜③供給拡⼤型
（事業実施主体︓法⼈も可、補助率︓1/2※）

給⾷関係者

①技術研修会の
開催等

②販路確保に向けた
取組

③機械の
リース
導⼊

更なる⽣産拡⼤栽培⼒・経営⼒の向上 新たな販路の確保

以下のような取り組みを⽀援
・研修ほ場の設置 ・技術講習会の開催
・新たな技術の実証 ・⼟づくりの実証
・栽培技術マニュアルの作成 等

以下のような取り組みを⽀援
・販売戦略検討 ・実需者の産地への招へい
・展⽰会出展 ・需要調査
・学校給⾷関係者等との打合せ 等
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熟練有機農業者
有機農業への
新規参⼊者等

関係者

オーガニックビジネス実践拠点づくり事業

実践拠点の
取組を⽀援



令和2年度オーガニックビジネス実践拠点づくり事業
実施地区⼀覧

【販路確保型】
１ かわにし有機農業推進協議会
２ もがみオーガニックビレッジ協議会
３ 南陽市有機農業推進協議会
４ 千葉県有機農業推進協議会
５ さがみサスティナブルコミュニティ
６ ⼩⽥原有機の⾥づくり協議会
７ とやま有機・エコ農業パワーアップ協議会
８ 若狭⼩浜オーガニック推進協議会
９ 知多の恵み
10 神⼾有機農業者CSA推進協議会
11 神⼾オーガニック・エコ農業推進協議会
12 丹波市有機の⾥づくり推進協議会
13 那賀地⽅有機農業推進協議会
14 ⼤阪オーガニック・エコ農業推進協議会
15 茨⽊オーガニック農業推進協議会
16 ⼩松島市⽣物多様性農業推進協議会
17 さぬきオーガニック
18 ⾼知オーガニック
19 くまもと有機農業推進協議会
20 宮崎県有機農業連絡協議会
21 かごしま有機農業推進協議会

【供給拡⼤型】
１ ⾃然と共⽣する⾥づくり連絡協議会
２ 株式会社いかす
３ 名古屋オーガニックアクション協議会
４ ⽣活協同組合コープ⾃然派奈良
５ 京都オーガニックアクション協議会
６ 有限会社かごしま有機⽣産組合
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